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１ 本制度のねらい  

２ 根拠条例等  

３ 対象となる特定建築物  

省エネルギー性能評価書制度は、大規模新築等ビルの環境性能に関する情報を、ビルを

購入、賃借 又は信託受益権の譲渡を受けようとする方に提供することで、次の３つを実現

することをそのねらいとしています。 

１ ビルを購入、賃借又は信託受益権の譲渡を受けようとする方に情報を提供し、環境・ 

 省エネに配慮した建築物を選択しやすいようにする。 

２ 環境に配慮した建築物が市場で評価されるしくみをつくる。 

３ 建築主の自主的な環境配慮の取組を促す。 

 ① 都民の健康と安全を確保する環境に関する条例＜略称：環境確保条例＞ 

   （平成１２年 東京都条例第２１５号） 

 ② 都民の健康と安全を確保する環境に関する条例施行規則 

    （平成１３年 東京都規則第 ３４号）  

 ③ 東京都建築物環境配慮指針 

    （平成１４年３月２８日 東京都告示第３８４号 ） 

 ④ 東京都省エネルギー性能評価書作成基準＜略称：作成基準＞ 

   （平成２１年１０月１４日 東京都告示第１３９６号） 

平成２２年１月１日以降、東京都に建築物環境計画書を提出した延べ床面積が 

１０，０００㎡超の新築又は増築の建築物（以下「特別大規模建築物」という。） 

ただし、住宅、工場、倉庫、及び駐車場等の用途を除きます。 
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４ 制度の内容  

① 省エネルギー性能評価書の作成 （条例第２３条の４） 

  特別大規模特定建築主又は条例第２３条に規定する届出（工事完了の届出、以下「完了届」という。）を行っ

た特別大規模特定建築主（以下「特別大規模特定建築物工事完了届出者」という。）は、次の場合、規則で定

める日までの間、省エネルギー性能評価書を作成し、交付しなければなりません。 

 なお、評価書は床面積が２，０００㎡以上の用途ごとに作成することになります。 

   ・全部又は一部を売却する場合：買受人に交付 

   ・全部又は一部を賃貸する場合：賃借人に交付 

   ・全部又は一部に係る信託受益権を譲渡する場合：譲受人に交付 

   

  交付義務期間（条例規則１３条の４第３項） 

   工事着手の予定の日の２１日前から、次に掲げるいずれか早い日までの間 

   ・建築物の全部を売却した又は全部の信託受益権を譲渡した日 

   ・工事完了日の翌日から起算して、１８０日を経過した日 

 

 ただし、賃貸で次の場合には、交付を省略することができます。  

   ・同一の賃借人で、かつ、同一用途部分の床面積が２，０００㎡未満の場合 

    （すでに借りている部分がある場合には、すでに借りている部分と、今回借りる部分の床面積の合計が 

     ２，０００㎡未満の場合）  

   ・すでに省エネルギー性能評価書を交付した賃借人に、同一用途の部分を貸す（いわゆる貸し増しの）場 

合（ただし、評価内容に変更がある場合には交付が必要です。）  

 

② 評価書の種類（作成基準第３の２） 

  省エネルギー性能評価書には、作成基準により、「設計時の評価書」「完了時の評価書」の２種類が定めら 

れています。 

  ・設計時の評価書は、特別大規模特定建築主が建築物環境計画書の内容に沿って作成する省エネルギー

性能 評価書です（以下「評価書（設計）」という。） 

  ・完了時の評価書は、特別大規模特定建築物工事完了届出者が特定建築物等工事完了届出書の内容に

沿って作成する省エネルギー性能評価書です（以下「評価書（完了）」と いう。） 

  

③ 省エネルギー評価書の記載内容の説明（条例第２３条の５第２項） 

  省エネルギー性能評価書を交付する場合には、評価内容の説明に努めてください。  

  

④ 評価内容の変更（条例第２３条の６第５項） 

  省エネルギー性能評価書の交付後に、評価内容に変更が生じた場合には、変更後の省エネルギー性能評

価書の交付と評価内容の説明に努めてください。 
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   ⑤ 交付報告（条例第２３条の４第２項） 

  省エネルギー性能評価書を交付した場合には、次に掲げるいずれか早い日から起算して１５日以内に、都

へ報告してください。 

    ・建築物の全部を売却した又は全部の信託受益権を譲渡した日 

    ・工事完了日の翌日から起算して、１８０日を経過した日 

   なお、報告は「省エネルギー性能評価書交付届出書」に次の書面を添付して行ってください。 

    ・省エネルギー性能評価書交付状況一覧 

    ・交付した省エネルギー性能評価書の写し（用途ごとに、最初に交付したものに限る。） 

 

⑥ 指導・助言（条例２４条第３項） 

  都は、特別大規模特定建築主又は特別大規模特定建築物工事完了届出者に対し、省エネルギー性能評

価書の作成若しくは交付又は内容の説明に関し、必要な指導および助言を行うことがあります。 

 

⑦ 勧告（条例２５条第５項） 

  都は、特別大規模特定建築主又は特別大規模特定建築物工事完了届出者が正当な理由なく指導・助言に

従わず、かつ、省エネルギー性能評価書の交付を行わないとき又は省エネルギー性能評価書の内容が作成基

準に照らして著しく不十分な場合には、必要な措置を講ずるように勧告することがあります。 

 

⑧ 立入調査（条例１５３条第３項） 

  都は、指導・助言、勧告に必要な限度において、特別大規模特定建築主、特別大規模特定建築物工事完了

届出者の同意を得て、その特定建築物等、事務所その他の場所に立入りを行い、省エネルギー性能評価書の

交付の実施状況について調査することがあります。 

 

⑨ 報告の聴取（条例１５５条） 

  都は、条例の施行に必要な限度において、特別大規模特定建築主、大規模特定建築物工事完了届出者に

対し、必要な事項の報告又は資料の提出を求めることがあります。 

 

⑩ 違反者の公表（条例１５６条） 

  都は、勧告を受けたものが正当な理由なく勧告に従わなかったときは、その旨を公表することがあります。 

 

⑪ 建築物環境計画書制度に伴う変更届（条例第２２条） 

  建築物環境計画書（以下「計画書」という。）を提出した特定建築主は、当該特定建築物に係る工事が完了

するまでの間に「特定建築主の氏名及び住所（法人にあっては、名称、代表者の氏名及び主たる事務所の所

在地）」等を変更した場合、変更後の特定建築主は、変更した日の翌日から起算して３０日以内に建築物環境

計画書変更届を提出してください。 
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５ 制度の基本的な流れ  

計
画
書
提
出

 

省
エ
ネ
ル
ギ
ー
性
能
評
価
書
作
成 

工
事
着
手
日

 

完
了
届
提
出

 

交
付
義
務
期
間
の
終
点 

① 全て又は一部を貸す場合は、評価書の交付、評価内容の説明及び工事完了の翌日から起算 
 して１８０日を経過した日から１５日以内に報告してください。 
② 同一借主に同一用途の面積を貸す場合、面積が２，０００㎡未満の場合は交付が不要です。 
 ただし、今回と既に貸した部分の面積の合計が２，０００㎡以上になった場合には、交付等が 
 必要になります。 
③ 同一人に既に貸した用途と、同一の用途部分を貸す（いわゆる貸し増しの）場合には交付対象 
  となりません（ただし、評価内容に変更がある場合には、交付が必要です。） 

① 全てを売却等した場合は、評価書の交付、評価内容の説明及び売却等の後１５日以内の報告 
② 一部売却等した場合は、評価書の交付、評価内容の説明及び複数回の一部売却により全て  
 の部分を売却した場合にあっては売却等の後１５日以内に報告。 
  それ以外の場合は、工事完了の翌日から起算して１８０日を経過した日から、さらに１５日以内   
  に報告してください。 
  ※一部とは２，０００㎡以上に限らず、２，０００㎡未満でも交付対象となります。（ただし、当該 
    売却部分について、同一用途において２，０００㎡未満の場合は不要） 
  ※売却等の時期により、特定建築主の変更届、複数の特定建築主による完了届の提出が必 
    要となることがあります。 

 売却及び信託受益権の譲渡（以下「売却等」とする。）のポイント 

 賃貸のポイント 

・ 売却、賃貸等の取引又は契約形態別の交付パターンについては、「９ 取引形態別の交付パターン」及び 
 「10 契約形態別の交付パターン」をご覧ください。 
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  原則、この間に行われた売買等については、省エネルギー
性能評価書の交付と評価書の記載内容の説明及び東京都へ
の交付報告が必要となっています。 

評価書（完了） 
の交付・説明 

交
付
義
務
期
間
の
始
点 

 （交付義務期間内に建物の全部について、売却又は信託 
  受益権の譲渡がない場合） 

工
事
完
了
日

 

省
エ
ネ
ル
ギ
ー
性
能
評
価
書
交
付
実
績
報
告 

15
日
以
内 

評価書（設計） 
の交付・説明 

180日 

21 
日 
前 



 
 
  

 ① 省エネルギー評価書の評価基準は次の２種類です。 
  ・「建築物の断熱性能」である「ＰＡＬ＊基準値からの低減率（ＰＡＬ＊低減率）」 
  ・「設備システムの省エネルギー性」である「設備システム全体のエネルギー利用の 
     低減率（ＥＲＲ）」 

 ② 評価は高いほうから順にＡＡＡ、ＡＡ、Ａ、Ｂ、Ｃの５段階となっています。 
 ③ 各値は、建築物環境計画書の記載内容を基に作成することになります。 

評価 

設備システム全体のエネルギー
利用の低減率(ERR) 建築物環境計画書における 

段階評価 
非住宅用途１ 非住宅用途２ 

AAA 40％以上 30％以上 段階３ 

AA 30％以上 
40％未満 

25％以上 
30％未満 

段階３ 

A 20％以上 
30％未満 

20％以上 
25％未満 

段階２ 

B 10％以上 20％未満 段階1 

C 0％以上 10％未満 段階1 

評価 
PAL＊基準値からの低減率 

(PAL＊低減率) 
建築物環境計画書における 

段階評価 

AAA 20％以上 段階３ 

AA 15％以上 20％未満 段階２ 

A 10％以上 15％未満 段階２ 

B 5％以上 10％未満 段階1 

C 0％以上 5％未満 段階1 

６ 評価基準  
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非住宅用途１・・・規則第8条の3第2項第5号、第6号及び第9号に規定する用途 

非住宅用途２・・・規則第8条の3第2項第2号、第3号、第4号、第7号及び第8号に規定する用途 



      ７ 省エネルギー性能評価書の作成 

      

 ① 様式のダウンロード等 
 様式は、次の東京都環境局公式ホームページからダウンロードしてください。 
 アドレス：http://www7.kankyo.metro.tokyo.jp/building/index.html 
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省エネルギー性能評価書は、次の要領で作成してください。 

 

http://www7.kankyo.metro.tokyo.jp/building/index.html


      ② 取組評価書（エクセルシート）への記入と評価書の作成 
 
 既に建築物環境計画書の作成かつ東京都による計画書の内容の確認が終了していることを前提に、 
評価書の作成を行います。 
 「特定建築物の概要」を開いて必要事項を確認又は選択してください。 

 

  
・ 取組評価書の表紙と評価書本体を作成します。 
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・ 取組評価書の評価書本体を作成します。 

・ 取組評価書の表紙を作成します。 
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  ○評価書には、オフィスビルや商業ビルなどにおいて採用されることの多い、次の省エネルギー対策（再生可能 
   エネルギーを含む）について、リスト形式で項目ごとの解説を行っています。ここでは、省エネルギー設備等の 
   概要について説明しています。 
  ○リストに含まれないその他の省エネルギー対策については、「４ その他の省エネルギー設備等に関する設備 
   の特記事項」に記載してください。 
  ○交付を受けた方が、省エネルギー設備等について理解しやすいよう、下表をダウンロード（アドレス：      

    http://www7.kankyo.metro.tokyo.jp/building/index.html ）して評価書に添付し、交付してください。 
 

9 

【省エネルギー設備等の採用状況】 

・ 省エネルギー設備等の採用状況／その他省エネルギー設備等に関する設置の特記事項 

http://www7.kankyo.metro.tokyo.jp/building/eva/index.html
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① 様式のダウンロード等 
 様式は、次の東京都環境局公式ホームページからダウンロードしてください。 

 アドレス：http://www7.kankyo.metro.tokyo.jp/building/index.html 

８ 交付届出書の作成  
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省エネルギー性能評価書交付届出書は、次の要領で作成してください。  

http://www7.kankyo.metro.tokyo.jp/building/index.html


      ９ 取引形態別の交付パターン  
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標   準 交付義務期間内に売却等による建築主の変更が生じない場合 

▼ 

建築主A 

▼ 

２１日 

▼ ▼ 
工事完了届 賃貸 

賃借人 建築主Aは15日以内

に賃借人への交付実
績を都へ報告 

▼ 

建築物環境計
画書提出 工事着手 

交付義務期間 

建築主A 

提示報告 

      
ケース１ 交付義務期間内のうち工事完了日以前に売却等による建築主の変更が生じる場合 

▼ 

▼ 

▼ ▼ 
工事完了届 賃貸 

賃借人 建築主CとDは15日以

内に賃借人への交付
実績を都へ報告（建築
主CからDへの交付実
績を含む） 

▼ 

建築物環境
計画書提出 

賃貸 
建築主A 

提示報告 ▼ 
全部売却 

建築主B 
▼ ▼ 

賃借人A 建築主C 建築主D 

全部売却 一部売却 

交付・提出の
義務なし 

計画書の特定建 

築主氏名等変更届
（建築主B） 計画書の特定建 

築主氏名等変更届
（建築主C） 

計画書の特定建 

築主氏名等変更届
（建築主CとDの連名） 

建築主CとD 
の連名 

建築主Bは15日以内
に賃借人Aと買受人で
ある建築主Cへの交付
実績を都に報告 

      
ケース２ 交付義務期間内のうち工事完了日以降に売却を行う場合 

▼ 

▼ 
▼ 

工事完了届 賃貸 

▼ 

建築物環境計
画書提出 

建築主A 
提示報告 

Aと買受人の共同所有になった以降の賃

貸等については、工事完了後に購入した
建築主ではない買受人が評価書を交付す
ることになるため不要 

建築主A 

建築主Aは15日以内に賃

借人と買受人への交付実
績を都に報告 

▼ 
賃借人 賃受人 

全部売却又は 
買受人と共同で所有 
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ケース３ 交付義務期間内のうち工事完了日以降に一部売却を行う場合 

▼ 

▼ 
▼ 

工事完了届 賃貸 

建築主Aは15日以内
に賃借人A,Bと買受人

への交付実績を都へ
報告 

▼ 

建築物環境計
画書提出 

建築主A 
提示報告 

ケース２と異なり、建築主Aと買受人は区

分所有になるため、一部売却以降は建築
主Aの持ち分に係る賃貸についてのみ、評
価書を交付することになる。 

建築主A 

▼ 賃借人A 

買受人 

一部売却 
（区分所有） 

建築主A
の賃貸 

▼ 

賃借人B 

      
ケース４ 交付義務期間内のうち工事完了日以前に一部売却等を行う場合 

▼ 
▼ 

▼ 

工事完了届 

賃貸 

賃借人 建築主AとBは15日以

内に賃借人への交付
実績を都へ報告（建築
主AからBへの交付実
績を含む） 

▼ 

建築物環境計
画書提出 

建築主A 
提示報告 

建築主Ｂ 
▼ 

一部売却 

計画書の特定建 

築主氏名等変更届
（建築主AとBの連名） 

建築主AとB 
の連名 

建築主AとB 
の区分所有 

      
ケース５ 交付義務期間内のうち工事完了日以前に区分所有者の持分を売却する場合 

▼ 
▼ 

▼ 

工事完了届 

賃貸 

賃借人 建築主Aは15日以内

に賃借人への交付実
績を都へ報告（建築主
BからAへの交付実績
を含む） 

▼ 

建築物環境計
画書提出 

建築主A 提示報告 

建築主A 

▼ 

BからAへ
売却 

計画書の特定建 

築主氏名等変更
届（建築主A） 

建築主A 

建築主A 
所有 

賃借人A 

▼ 
建築主B 

賃貸 

交付義務期間 



      

      
ケース６ 交付義務期間内のうち工事完了日以降に区分所有者の持分の売却を行う場合 

▼ 

▼ 

▼ 
工事完了届 賃貸 

建築主Aは15日以内
に賃借人A,Bへの交付

実績を都へ報告（建築
主BからAへの交付実
績を含む） 

▼ 

建築物環境計
画書提出 

建築主A 提示報告 

建築主AとBの 
連名 

▼ 賃借人A 

BからAに売却 
賃貸 

▼ 

賃借人B 

建築主B 

建築主A 

１０ 契約形態別の交付パターン  

特定建築主 
（デベロッパー等） 

投資法人等  

信託銀行 

信
託
契
約 

信
託
受
益
権 

工事完了日の翌日から
起算して180日以内に
信託受益権の譲渡 

証券化して販売 

投資家 

投資家 

投資家 

契約形態ごとの交付パターン 

は、工事完了の日の翌日から起算して180日後の時点で所有者であった場合、 性能評価書の
交付実績報告を都に行う者 

① 受益権の譲渡 

14 

交付義務期間 



      

特定建築主 
（デベロッパー等） 

交付義務期間内の賃貸 
（性能評価書の交付） テナント 

（不動産管理会社への
一括賃貸等） 

テナント 

転貸 交付不要 特定建築主がテナントに対
して賃貸した場合は交付す
るが、転貸した場合は、交付
義務はない。 

② テナントに賃貸 

特定建築主 
（デベロッパー等） 

工事完了前に売却 
（性能評価書の交付） 

特定建築主 

交付必要 

建物購入者 

工事完了日の翌日から起算して
180日以前に転売 

（性能評価書の交付） 

特定建築主が竣工前に売却
した場合は買主に対して交付
が必要。竣工後に規則で定め
る日数以前に転売した場合も
交付義務が必要。 

③ 工事完了日以前に売却 

特定建築主 
（デベロッパー等） 

工事完了後に売却 
（性能評価書の交付） 

建物購入者 

建物購入者 

転売 交付不要 
特定建築主が竣工前に売
却した場合は買主に対して
交付が必要。ただし竣工後
に売却した場合は買主に
対しての交付義務はなし。 

④ 工事完了日以後に売却 

15 



16 

省エネルギー性能評価書ガイドライン及び手続きに関する問い合わせ先 
 
「東京都建築物環境計画書制度」ヘルプデスク 
 
〒163－8001 東京都新宿区西新宿2－8－1 都庁第2本庁舎16階北側 
TEL：03－5321－1111（内線）67－730, 731 
    03－5320－7879（直通） 
E-mail：building@kankyo.metro.tokyo.jp 
HPアドレス：http://www7.kankyo.metro.tokyo.jp/building/eva/index.html 


